
北海道障害福祉従事者処遇改善緊急支援事業に関する Q＆A（第１版） 

 

①スケジュールについて 

問１ 国の【Q&A】の問２に、補助額により賃金改善を行う場合「各自治体が定める実績報告書の

提出の期限」までに行う必要がある。と記載があるが、北海道の実績報告書の提出期限はいつ

か。 

（答） 

北海道における実績報告書の提出期限は現在調整中です。昨年、一昨年は秋以降の締め切りと

なっておりましたが、確定次第北海道のホームページにてお知らせいたしますので、今しばらくお

待ちくださいますようお願いいたします。 

 

②計画書記入方法について 

問１ 基準月の選択方法について。基準月とされている令和７年１２月は利用者が少なく、報酬も

低い状態です。その後、令和８年３月には利用者が令和７年１２月の倍近くに増えました。このよう

な場合、どの月を基準月にすればよいか。 

（答） 

大規模改修や感染症の蔓延等、やむを得ない事情により令和７年１２月の報酬が著しく低い場合、

障害福祉サービス等事業所の判断により、令和７年１２月から令和８年３月までのいずれかの月を

基準月として選択していただいて問題ございません。 

 その際、申請事務の円滑化のため、都道府県にその事由を届けることは不要とします。 

  

問２ 基本情報入力シートの中の、基準月（原則令和７年１２月）の障害福祉サービス等報酬総額

について。障害児通所支援事業所において措置児童分の措置費を市に請求しているのだが、そ

の分の点数を算入するのか、除外するのか。 

（答） 

基準月の報酬総額には措置費は除外して入力してください。 

なお、障害児入所施設等については、支弁した障害児施設措置費も含むこととします。 

 

問３ ファクタリングサービスを使っている場合の計画書の記入方法と口座振替申出書も提出が

必要かどうか。 

（答） 

本補助金は、全額を賃金改善に充当することとする補助金であり、債権譲渡することは適当では

ない。このため、債権譲渡等により、国保連合会に登録されている口座に本補助金を振り込むこと

が適当でない障害福祉サービス等事業所に対する本補助金の支払いについては、債権譲渡を行

っていない障害福祉サービス等事業所の介護給付費等の振込の口座又は障害福祉サービス等

事業者の口座に直接支払（振込）を行うこととする。 

（厚生労働省 Q&A 問９より） 



このことから、計画書の別紙様式２－２の中のセル Q 列「国保連合会に登録している口座のうち、

振込先の希望（各都道府県で１つのみに「○」。振込先でない事業所には「－」。）」は「－」を入力し、 

R 列「振込先に選択した事業所が債権譲渡を行っており、別途都道府県に振込口座情報の提供

が必要。」は「○」を入力してください。S 列のオレンジ色のセルの上から２番目と様式２－１の「振

込先として１つの事業所を選択している。」が「×」となりますが問題ありません。 

 

口座振替申出書も提出が必要となりますので、口座振替申出書をダウンロードの上、口座振替申

出書の提出フォームから提出してください。 

※法人代表印を押印した場合は、原本も郵送いただくことになります。 

押印を省略した場合は提出フォームからの提出一度で済みます。その場合、本件責任者と担当者

を必ずご入力ください。両者が同じ方でも差し支えありません。 

 

④休止・廃止する事業所について 

問１ 以前より運営をしていた事業所(a)と事業所(b)の２事業所について、令和８年３月で事業所

(a)を廃止し、令和８年４月より事業所(b)と合併して１事業所として運営。この場合事業所(a 

)を含めて補助金を申請し、新規に指定を受けた事業所(b)において補助金を活用することは可

能か。 

（答） 

当該障害福祉サービス等事業所の職員に変更がないなど、障害福祉サービス等事業所が実質的

に継続して運営していると認められる場合は可能です。 

 

その場合、計画書には交付対象月（原則令和７年１２月）に運営していた事業所(a)と事業所(b)そ

れぞれの事業所番号・指定権者名・事業所の所在地・事業所名・サービス名・基準月の障害福祉

サービス等報酬総額をご入力の上、計画書提出フォームから提出してください。 

 その際、廃止する事業所(a)の事業所名のあとに変更内容をご入力ください。（例：令和８年４月

より事業所(b)と合併） 

  

合わせて、事業所(a)に係る変更届出書（別紙様式４）に、変更後の事業所の情報で別紙様式２－

１及び２－２を添付して変更届出書の提出フォームから提出してください。 

 

問２ 令和８年３月３１日まで、障害児の児童発達支援(a)及び放課後等デイサービス(b)の多機

能型事業所［甲］と、近隣でもう一カ所の放課後等デイサービス（ｃ）の単独事業所［乙］を運営して

いた。業務内容の効率化をはかるため単独事業所［乙］を令和８年３月３１日で廃止し、令和８年４

月１日より多機能型事業所［甲］と合併、児童発達支援(a),放課後等デイサービス(b),(c)となり

ました。この場合の計画書の記入方法は如何。 

（答） 

計画書には基準月（原則令和７年１２月）に運営していた多機能型事業所［甲］と、単独事業所［乙］

それぞれの事業所番号・指定権者名・事業所の所在地・事業所名・サービス名・基準月の障害福



祉サービス等報酬総額をご入力の上、計画書提出フォームから提出してください。 

 その際、廃止する単独事業所［乙］の事業所名のあとに変更内容をご入力ください。（例：令和８

年４月１日より多機能型事業所［甲］と合併） 

 

合わせて、単独事業所［乙］に係る変更届出書（別紙様式４）に、変更後の事業所の情報の別紙様

式２－１及び２－２を添付して変更届出書の提出フォームから提出してください。 

 

問３ 令和８年３月まで法人(a)として運営していたが、令和８年４月に法人(b)に事業移譲した。

法人(a)の職員は法人(b)の職員として引き続き勤務し、利用者も法人(b)によるサービスを継続

利用している。この場合法人(b)は補助金の申請は可能か。 

（答） 

当該障害福祉サービス等事業所の職員に変更がないなど、障害福祉サービス等事業所が実質的

に継続して運営していると認められる場合は可能です。 

 

その場合、計画書基本情報入力シートには基準月（原則令和７年１２月）に運営していた法人(a)

名のあとに事業移譲先の法人(b)名と移譲時期を入力（例：新法人名ｂR8.４月事業移譲）、事業

所名のあとに事業移譲先での新事業所番号（例：新事業所番号０１２３４５６７８９０）をご入力の上、

提出フォームから提出してください。 

 

合わせて以下の届けをそれぞれの提出フォームから提出して下さい。 

①法人(a)に係る変更届出書（別紙様式４）に、譲渡後の法人の情報の別紙様式２－１を添付して

変更届出書の提出フォームから提出してください。 

②口座振替申出書 

口座振替申出書の提出フォームから提出してください。 

※法人代表印を押印した場合は、原本も郵送いただくことになります。 

押印を省略した場合は提出フォームからの提出一度で済みます。その場合、本件責任者と担当者

を必ずご入力ください。両者が同じ方でも差し支えありません。 

 

③委任状 

委任状 

委任状の提出フォームから提出してください。 

 


